農振除外願に伴う添付書類及び注意事項
· 農 振 除 外 願 の 添 付 書 類 
市農林水産課へ　電話0765-23-1032
· （除　外　願）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒１部　（農林水産課）

（土地改良区へ原本２部提出したもののうち、1部が後日農林水産課へ送付されるので、土地改良区へ提出した除外願のコピーでもよい。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 付近見取図（住宅地図上で申請地を明示したもの）　　　　　⇒１部
· 土地登記簿謄本（農地転用添付書類と兼用可能）　　　　　　　　⇒１部　（法務局）
· 申請地公図（隣接地の地目、所有者、耕作者を記入）※1　　　⇒１部　（法務局）
· 土地利用計画図※2
· 建物平面図（間取り等がわかるもの）　　　　　　　　　　　　⇒１部

· 既存地がある場合はその位置図、土地利用図※3　　　　　　　⇒１部
· 事業計画等の説明資料等（別紙参照）※4　　　　　　　　　　⇒１部
· 譲受人が法人の場合は、定款・法人登記簿　　　　　　　　　　⇒２部　（一部ｺﾋﾟｰ可）
· 事業用の場合、事業関係の許可証、免許資格証の写し　　　　　⇒１部

　　墓地経営の場合は、墓地経営許可申請書（市役所市民課で受付印を押印したもの）

· 3000㎡以上の除外の場合、詳細な排水計画　　　　　　　　　　⇒１部

・　その他必要な資料（別紙参照）※5　　　　　　　　　　　　　　　⇒１部
魚津市土地改良区へ電話　0765-22-5656

· 除　外　願　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒２部　
· 同意願（様式は土地改良区にあり）　　　　　　　　　　　　　⇒１部
· 付近見取図、申請地公図、土地利用計画図（すべて上記のコピー可）⇒各１部
（その他魚津市土地改良区より要望のあるもの）
注記
※1　分筆が完了していない場合は、予定線を記入して寸法を記入する。測量済みである場合は測量図を添付する

※2　縮尺または寸法を明示する。建物以外の土地利用も詳細に記入する。（植栽、駐車スペース等）
　農家住宅の場合、住宅部分が500㎡以下であることを図面上で明示すること。

※3　既に利用している土地がある場合は、その位置図（住宅地図に明記、①付近見取図に記入してもよい。）、土地利用現況図が必要。
※4　住宅の場合は住宅等利用計画書、事業用の場合は事業計画書
※5　その他除外の必要性、緊急性、農業上の支障の有無、代替性の有無、転用許可の見込み等を判断するために必要な書類を求める場合がある。
　　例:自己所有地を住宅地図で示したもの

　　　:転用事業にあたり官公庁の許認可が必要な場合は、関係機関との協議資料

　　　（開発許可、建築確認申請等）

	受付番号
	


　　　　　　　農業振興地域整備計画における農用地利用計画の農用地区域からの除外願
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　 年 　　月 　　日
魚津市長　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区域除外願出者　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 　　氏名　　　　　　　　　　　　　　 ㊞
　　当該土地を下記により、農業振興地域整備計画の農用地区域から除外していただきたく、お願いします。
	
	氏　　　名
	住　　　　所
	職　　業
	連絡先(電話番号)

	１ 譲受人・
借受人
	
	
	
	

	２ 除外しよう
   と  す  る
土地の概要
	地　区
	大　字・字
	地　番
	地 目
	面積(㎡)
	当該土地に権利を持って耕作している者及び担い手の同意

	
	
	
	
	
	
	                  ㊞　

	
	
	
	
	
	
	                  ㊞　

	
	
	
	
	
	
	                  ㊞　

	
	
	
	
	
	
	                  ㊞　

	
	計
	　　　　　　　　　　　　　　　筆
	
	

	３ 除外後の用途
	
	４ 当該用途に供する時期
	

	５
同
意
状
況

	隣接耕作者の意見
	意見

	隣接地番
	
	　　　　　　　　　㊞　

	
	
	
	隣接地番
	
	　　　　　　　　　㊞　

	
	
	
	隣接地番
	
	　　　　　　　　㊞　

	
	集落代表者
の意見
	意見　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職　氏名　　　　　　　 　　　　　㊞

	
	土
地
改
良
区
の
意
見
	(1) 除外願出地において実施された土地改良事業

	
	
	　   事業名および地区名
	 　受益土地改良区名
	 実施年度
	完了年度
	  換地処分年度

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	(2) 除外願出地において実施中又は計画されている土地改良事業

	
	
	     事業名および地区名
	受益土地改良区名
	事業実施(予定)年度
	地区除外との関係

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	(3)

土地改良施設への影響に関する協議状況
	ア.協議済
	ア.協議済
	ア.協議済

	
	
	
	イ.協議中 　ウ.今後協議
（協議中又は今後協議する内容）

	イ.協議中 　ウ.今後協議
（協議中又は今後協議する内容）

	イ.協議中 　ウ.今後協議
（協議中又は今後協議する内容）


	
	
	(4)総合意見
	土地改良区名
職　氏名　　　　　　　㊞
	土地改良区名
職　氏名　　　　　　　㊞
	土地改良区名
職　氏名　　　　　　　㊞


住宅等利用計画書　
	１　区域の別　（注）1
	　・市街化調整区域　　　　　　　　　　・その他の区域

	２　除外の目的 （注）1
	（農家・一般・分家）住宅敷地、車庫敷地、農作業場敷地、宅地拡張

	３　既存敷地（宅地又は雑 種地）等について
　（注）1.2.3
	  ・自己所有地　　・借地等（借家、親族等の家に同居している場合を含む）

	
	敷地地番
	                              外　　筆
	合計面積
	　　　　㎡

	４　ⅰ 除外の目的、必要性、緊急性に関する説明
（注）4

	ⅱ　除外面積の妥当性に関する説明（利用見込、駐車台数等の数値等により具体的に記入すること。）


	ⅲ　農用地区域でしかできない理由（市街化区域または非農用地区域ではできない理由）


	５　転用後における既存
敷地の利用（処分）予定
　（注）5.6.7.8 
	(1) 既存敷地の全部を（　・売却　・所有者に返還　・農地として利用　）
(2) 既存敷地の全部又は一部を宅地等のまま利用 
    （予定用途等：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


　◇　５(2) に該当する場合のみ記入すること。（※５(1) に該当する場合は記入不要。）
	６　除外後の敷地面積 （注）9
	1� 　　　　　　㎡　＋②　　　　　　㎡　＝　合計　　　　　　　㎡


　　　
　◇　除外目的が「農家住宅敷地」又は「農業用施設用地」の場合のみ記入すること。
	７　転用後の耕作面積（注）10
	　田　　　　　㎡、　畑　　　　　㎡、　計　　　　　　㎡　


事  業  計  画  書 （注）1
	区 域 の 別
	　・市街化調整区域　　・その他の区域　　（該当するものを〇で囲むこと）

	除外の目的
	・工場・資材置場・駐車場・店舗・作業場・倉庫・事務所・建売又は注文住宅（団地）　（注）2
・その他（　　　　　　　　　　　　　）　　　 　（該当するものを〇で囲むこと）

	営 業 内 容
	

	資 　本 　金
	
	年間売上高
	
	従業員数
	人

	所有車両台数
	台　（注）3

	既

存

施設

等


	場　所
	

	
	敷地及び

施設面積
	

	
	利用状況
	　　　

{過去に、資材置場・駐車場として転用許可をうけた農地で現在他の用途に利用（未利用の場合も該当する）しているものがあれば、その所在地、面積及びその理由を記入すること。}

	除外の目的、必要性、

緊急性に関する説明
	

	除外面積の妥当性に関する説明（利用見込、駐車台数等の数値等により具体的に記入すること。）
	

	農用地区域でしかできない理由（市街化区域または非農用地区域ではできない理由）
	

	排水処理計画及び公害防止施設等に関する説明
	

	工 事 計 画
	造 成  工 事　　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

建物建築工事　　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

	資 金 計 画

（千円）
	◎必要経費　土地取得費　　

　　　　　　造成工事費　　

　　　　　　建築工事費　　

　　　　　　そ　の　他　　　　　　　

　　　　　　　　計　　　　
	◎資金調達方法　自己資金　　

　　　　　　　　借入金

　　　　　　　　その他　　　　　　　　　

　　　　　　　　　計　　　　


（注）1　この様式の各記入欄に記入しきれない場合は別紙に記載しても構わない。

　　　2　除外目的が「建売又は注文住宅団地」の場合は、現在造成中の住宅団地の進捗状況を説明する資料を別途添付すること。

　　　3　業務用車両はトラック、ブルドーザー、ショベルカー等の種類別に記入すること。
住宅等利用計画書を記入するにあたっての注意事項
（注）1　…　該当するものを〇で囲むこと。（魚津市はその他の地域です。）
（注）2　…　借地等の場合は、敷地地番等の記入は不要。ただし、転用後も宅地等のまま利用する予定であれば記入すること。
　　　　　　※　「転用後も宅地等のまま利用する」とは、従前の用途と同一もしくは、従前とは用途が異なっても宅地又は雑種地のまま利用（住宅敷地だったものを住宅を取り壊した後に車庫敷地として利用する等）する場合をいう。

（注）3　…　敷地地番がいくつかある場合は、代表する地番を記入し、残りは外〇筆とする。
（注）4  … ⅰ、ⅱ、ⅲそれぞれ 詳細に記載すること。

住宅用地が必要になった理由・土地を選定した理由・非農用地での検討結果等　
（注）5　…　土地収用事業により収用される場合は、収用された後に残る土地について記入すること。
（注）6　…　（1）又は（2）のうちいずれか該当するものを〇で囲むこと。（親族等の家に同居しており、転用後もその親族が利用する場合は、「・所有者に返還」を〇で囲むこと。
（注）7　…　「（2）既存敷地の全部又は一部を宅地等のまま利用」に該当する場合は、「予定用途等」欄に『〇〇㎡は住宅取り壊し後に車庫敷地として利用』、『△△㎡を売却、□□㎡は農地とする予定』等具体的に記入すること。
（注）8　…　既存敷地（土地が収用される場合は収用後に残る土地）の利用状況図（土地収用事業の代替えとして土地を取得する場合には収用事業の計画図）及び転用後における既存敷地（土地収用後に残る土地）の利用予定図を添付すること。
　　　　　　　なお、利用状況図（収用事業の計画図）並びに利用予定図には用途（地目）ごとに面積（田〇〇㎡、宅地△△㎡等）を記入すること。（下図【例】参照）

（注）9　…　①には除外申請面積、②には既存敷地の全部又は一部を宅地等のまま利用」する場合の宅地等予定面積を記入すること。（下図の場合には①240㎡＋②240㎡＝480㎡）
（注）10　…　現在の経営耕作面積から除外面積を差し引いた面積を記入すること。
　　　　　　 なお、転用の際に農地法第５条の申請をする場合は、譲受人（除外願出者ではない）の経営耕作面積を記載すること。

[image: image1.emf]【例】
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100番地（田：240㎡）を除外・転用した後で、既存敷地101番地（宅地：400㎡）のうち240㎡を住宅

及び車庫敷地、80㎡を畑として利用し、80㎡を売却する場合。
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－記入例・要領－事  業  計  画  書 （注）1
	区 域 の 別
	　・市街化調整区域　　・その他の区域　　（該当するものを〇で囲むこと）

	除外の目的
	・工場・資材置場・駐車場・店舗・作業場・倉庫・事務所・建売又は注文住宅（団地）　（注）2
・その他（　　　　　　　　　　　　　）　　　 　（該当するものを〇で囲むこと）

	営 業 内 容
	○○の製造　販売

	資 　本 　金
	1000万円
	年間売上高
	3000万円
	従業員数
	14人

	所有車両台数
	営業用普通車2台、業務用キャブオーバー4台　、4トントラック1台　（注）3

	既

存

施設
等


	場　所
	△△△100番地
△△△102番地

	
	敷地及び

施設面積
	　　全体面積　580㎡+500㎡=1080㎡

　　　倉庫　（鉄骨2階建て）　　250㎡

　　　　

	
	利用状況
	　倉庫面積　250㎡
　　駐車場　　450㎡
　　資材置場　330㎡　　　　　倉庫敷地及び資材置場として利用　　　　　
{過去に、資材置場・駐車場として転用許可をうけた農地で現在他の用途に利用（未利用の場合も該当する）しているものがあれば、その所在地、面積及びその理由を記入すること。}

	除外の目的、必要性、

緊急性に関する説明
	①営んでいる事業について、業務内容、取扱製品等を具体的に説明する。

②除外の目的、必要性、緊急性について説明する。

「業績の状況」、「資材等の保管・取扱状況」、「敷地内での作業の状況」、「駐車場の状況」、「需要の状況」、等について場合に応じて記載し、必要性、緊急性の根拠を示す。(現状のままでは不都合、危険、不利益が生じるなど)

	除外面積の妥当性に関する説明（利用見込、駐車台数等の数値等により具体的に記入すること。）
	現況はどういう状態で、今後どのようにしたいのか明確にして
除外面積の妥当性について説明する。

※資材置場の場合

1 現在取扱数量　②計画取扱量及び計画地へのストック量

（コンクリート2次製品○○（L=○、W=○、H=○）を何個　等

（足場建材　（L=○、W=○、H=○）何枚を何組　　△㎡
· 駐車場の場合

1 現在の所有台数　②計画地への駐車台数

(トラック○台、営業用普通車○台)　　　　　　△㎡

	農用地区域でしかできない理由（市街化区域または非農用地区域ではできない理由）
	位置選定の理由を詳細に記載する
非農用地区域での検討、農用地区域の中でも申請地でしかできない理由等

	排水処理計画及び公害防止施設等に関する説明
	隣接地との境界に対する防除策、生活排水の排水先、雨水排水の排水先を記載する。排水先が農業用排水路である場合は、安全である旨言及する。

	工 事 計 画
	造 成  工 事　　令和２年　11月　1日　～　令和２年12月　31日

建物建築工事　　令和３年　１月　 ５日　～　令和３年 ３月　31日

	資 金 計 画

（千円）
	◎必要経費　土地取得費　　10,000
　　　　　　造成工事費　　5,000
　　　　　　建築工事費　　
　　　　　　そ　の　他　　　　　　　
　　　　　　　　計　　　　15,000
	◎資金調達方法　自己資金　　15,000
　　　　　　　　借入金

　　　　　　　　その他　　　　　　　　　
　　　　　　　　　計　　　　15,000


（注）1　この様式の各記入欄に記入しきれない場合は別紙に記載しても構わない。
　　　2　除外目的が「建売又は注文住宅団地」の場合は、現在造成中の住宅団地の進捗状況を説明する資料を別途添付すること。

　　　3　業務用車両はトラック、ブルドーザー、ショベルカー等の種類別に記入すること。
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		【例】 レイ		100番地（田：240㎡）を除外・転用した後で、既存敷地101番地（宅地：400㎡）のうち240㎡を住宅及び車庫敷地、80㎡を畑として利用し、80㎡を売却する場合。 バンチデンジョガイテンヨウアトキゾンシキチバンチタクチジュウタクオヨシャコシキチハタケリヨウバイキャクバアイ

		◎既存敷地利用状況図 キゾンシキチリヨウジョウキョウズ																⇒		◎既存敷地利用予定図 キゾンシキチリヨウヨテイズ

		道　　　路 ミチロ																		道　　　路 ミチロ

				100番　　　　　　　田　　　　　　　　240㎡ バンデン												102番　　　畑 バンハタケ																										畑　　80㎡ ハタケ		102番　　　畑 バンハタケ

								住 ジュウ				宅 タク																住宅 ジュウタク								車庫 シャコ

																						100番　　　　240㎡ バン												101番　　　　　240㎡　　　　　　住宅車庫　　　敷地 バンジュウタクシャコシキチ

										101番　　　　　　　　宅地　　　　　　　　400㎡ バンタクチ

				104番　　田 バンデン												105番　　　田 バンデン						104番　　田 バンデン														売却　80㎡ バイキャク								105番　　　田 バンデン






